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ただし、国の支払の原因となる契約のう
ち予定価格が1000万円を超える請負契約
について落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると
認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち評
価値が最も良い者を落札者とすることがあ
る。
 落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条に基づく調査基準価格を下回る場合
は、予決令第86条の調査及び業務完了後の
業務コスト調査を行うものとする。
 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、該当者にくじを引かせ
て落札者を決める。

 総合評価の評価方法
 評価値の算出方法 評価値の算出方法
は、以下のとおりとする。
評価値＝価格評価点＋技術評価点

 価格評価点の算出方法 価格評価点の算
出方法は、以下のとおりとする。
価格評価点＝（価格評価点の配分点）×
（１－入札価格／予定価格）価格評価点
の配分点は60点とする。

 技術評価点の算出方法 技術提案書等
（参加表明書等）の内容に応じ、下記Ⅰ、
Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴの評価項目毎に評価を行い、
技術評価点を与える。（ただし、Ⅴの評価項
目は、「履行確実性」の技術評価を行う場合
に限る。１参照）なお、技術評価点の配
分点は60点とする。
Ⅰ．配置予定管理技術者の経験及び能力
Ⅱ．実施方針等
Ⅲ．賃上げの実施を表明した企業等
Ⅳ．ワーク・ライフ・バランス等を推進す
る企業の評価
Ⅴ．技術提案等の履行確実性
技術評価点の算出方法は、以下のとおり
とする。
技術評価点＝（技術評価点の配分点）×
（技術評価の得点合計／技術評価の配点
合計）

技術評価の得点合計＝（Ⅰに係る評価点）
＋（Ⅱに係る評価点）×（Ⅴの評価に基
づく履行確実性度）（※）＋（Ⅲに係る評
価点）＋（Ⅳに係る評価点）（※）Ⅴの評
価を行わない場合、『×（Ⅴの評価に基づ
く履行確実性度）』は不用

５ 入札手続等
 担当部局 〒2318436 横浜市中区北仲通
５57横浜第２合同庁舎15階 関東地方整備
局総務部経理調達課契約管理係 簾田 順一
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
交付期間：令和８年９月11日から令和８年12
月８日まで
入手場所：入札説明書等を入札情報サービス
より配付する。（入札情報サービスＵＲＬ
https://www.pas.ysk.nilim.go.jp/）これに
よりがたい場合は、上記に掲げる担当部
局にて配付する。

 参加表明書の受領期限並びに提出場所、方
法
受領期限：令和８年９月28日12時00分
提出場所：紙入札方式による場合は上記に
同じ。
提出方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、紙入札方式による場合は、
上記の担当部局に持参又は郵送等（書留
郵便等の配達の記録が残るものに限る。（以
下、「郵送等」という）。）すること。
なお、提出書類は表紙を１頁とした通し
番号を付するとともに全頁数表示すること
（頁の例：１／〇〇～〇〇／〇〇）。

 技術提案書、ワーク・ライフ・バランス等
の推進に関する指標についての適合状況及び
従業員への賃金引上げ計画の表明書の受領期
限並びに提出場所、方法
受領期限：令和８年11月18日12時00分
提出場所：紙入札方式による場合は上記に
同じ。
提出方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、紙入札方式による場合は、
上記の担当部局に持参又は郵送等するこ
と。

なお、提出書類は表紙を１頁とした通し
番号を付するとともに全頁数表示すること
（頁の例：１／〇〇～〇〇／〇〇）。

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
提出方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、紙入札方式による場合は、
上記の担当部局に持参又は郵送等するこ
と。
入札日時：電子入札システム並びに持参及び
郵送等による場合の締め切りは、令和８年
12月８日14時00分まで
開札日時：令和８年12月10日11時10分
場所：関東地方整備局入札室

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 免除
 入札の無効 本公示に示した必要な要件を
満たさない者のした入札、参加表明書及び技
術提案書に虚偽の記載をした者のした入札及
び入札に関する条件に違反した入札は無効と
する。
 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 技術提案等（履行確実性の審査に必要な部
分に限る。）のヒアリングを実施するととも
に、ヒアリングに際して追加資料の提出を求
めることがある（入札説明書参照）。
 詳細は入札説明書による。

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を含む））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
申請等の受付は、土曜日、日曜日及び祝日等（行
政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条に規定する行政機関の休日）を除く、午前
９時から午後６時（電子入札の場合）。又は、午
前９時15分から午後６時（紙入札の場合（下記４
の担当部局の受付時間））とする。ただし、申請期
限等の最終日の受付時間は、電子・紙入札ともに
別表１のとおりとする。
令和８年９月 11 日

支出負担行為担当官
東北地方整備局長 小島 優

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
１ 概要
 品目分類番号 41、42
 案件名 Ｒ８９朝日温海道路早田トンネ
ル工事にかかる設計業務及びＲ９11朝日温
海道路早田トンネル工事（電子入札対象案件
及び電子契約対象案件）

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAKAGAWA Kenzo

Vice Director of Kanto Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Soil

Survey of the Apron Area in the Former

Maintenance Yard District at Tokyo Inter‑

national Airport, 1 set

 Time limit to express interests by elec‑

tronic bidding system : 12 : 00 28 Septem‑

ber 2026

 Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 14 : 00 8 De‑

cember 2026

 Contact point for tender documentation :

Misuda Junichi, Accounting and Procurem‑

ent Division, General Affairs Department,

Kanto Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism ; 557 Kitanakadori, Naka‑ku,
Yokohama‑city, Kanagawa‑pref 2318436
Japan TEL 0452117413
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